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平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災は全国に大きな影響を与えました。 

特に、近年においては２００４年スマトラ島沖地震により２２万人以上が亡くなった津波災害

に次ぐ災害で、津波のおそろしさを再認識させられるものです。 

 平成２４年８月及び平成２５年３月に内閣府から発表されました、南海トラフ巨大地震とそれ

に伴う津波で、人的物的にも甚大な被害が予想されています。 

 その一方では事前対策、災害時の適切な対応によって、その被害を軽減(減災)することができ

る、ともされています。 

 

神戸市中央区は神戸港に接しており、特に津波の影響が懸念されています。 

神戸市中央区の臨海部、ポートアイランド等の事業所の団体である神戸市水上防火安全協会と、

港湾関係の会員が多数加入している港湾労災防止協会兵庫県総支部の相互の協力により、事業所

協会員の現状の把握と意見を集約するため、平成２５年２月に地震･津波に関するアンケートを実

施しました。 

会員各位におかれましてはアンケートのご回答ありがとうございました。 

 その地震･津波のアンケート結果についてご報告いたします。 

 この結果を事業所の防災・減災のため役立てていただければ幸いです。 

 

 今後、このアンケート結果を参考に、協会事業を推進してまいりたいと思いますので、引き続

きご理解、ご協力のほどよろしくお願い申し上げます。 

  

 

平成２５年７月 

 

 

 

 

神戸市水上防火安全協会 

          会 長  小 前 正 英 

港湾労災防止協会兵庫県総支部       

                              総支部長 佐 伯 邦 治 
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 事業所への地震・津波アンケートの結果、次のことが分かってきまし

た。 

 

＜意識＞＜自助＞ 

 

倉庫、事務所、港湾関係の事業所からの回答が多くあり、津波は事業に大

きなリスクであるとの認識が高いことがわかりました。 

臨海部には低層の建物が多く、平日の昼間に地震・津波が発生したとき人

的被害が最大となる可能性があります。 

津波避難に際しては自社ビルでの避難を考えている事業所が多く、従業員

の安否確認は整備・強化がされています。ひょうご防災ネットなどの情報入

手については低い状態です。 

安否確認、防災組織の構築など防災のソフト面では対策が進んでいますが、

耐震化や自家用発電装置などハードの対策が遅れています。 

また、防災組織は整備されてきていますが、それに見合った教育・訓練が

立ち遅れています。 

 

＜共助＞ 

しかし、その一方で、 

東日本大震災で被災地に応援した事業所はほぼ半数に上っていて、事業

所間では少ないながらも、地震・津波発生時に近隣の事業所との協力に動

き出している事業所もあり共助関係の構築を進めています。 

また、周辺企業の従業員や近隣住民を津波緊急避難先として受け入れる

など地域貢献を行う意思がある事業所は、地域で差がありますが全体で４

割を超えています。 

 

 

事業所における地震・津波アンケート結果 

要約 



 

目次目次目次目次    

    

ページページページページ    内内内内            容容容容    

    

１１１１            

    

１１１１            

    

１１１１～～～～３３３３            

    

４４４４～～～～                

    

    ４４４４～～～～５５５５            

        ６６６６～～～～７７７７            

８８８８            

９９９９            

９９９９～～～～１２１２１２１２        

１２１２１２１２        

１３１３１３１３～～～～１５１５１５１５        

１６１６１６１６        

    

１７１７１７１７～～～～１８１８１８１８        

    

１９１９１９１９～～～～２２２２２２２２        

    

２３２３２３２３～～～～２６２６２６２６        

    

２６２６２６２６～～～～２８２８２８２８        

    

２８２８２８２８        

２９２９２９２９～～～～３０３０３０３０        

３１３１３１３１～～～～３２３２３２３２        

    

３３３３３３３３～～～～３５３５３５３５        

    

    

１１１１    アンケートアンケートアンケートアンケートのののの目的目的目的目的    

    

２２２２    アンケートアンケートアンケートアンケートのののの方法方法方法方法    

    

３３３３    回答等回答等回答等回答等        

    

４４４４    アンケートアンケートアンケートアンケート結果結果結果結果    

＜＜＜＜プロフィールプロフィールプロフィールプロフィール＞＞＞＞    

（１）所在地等 

（２）建物・土地の主たる利用形態（用途） 

（３）建物・土地の所有形態 

（４）棟数 

（５）建物構造 

（６）勤務形態 

（７）人数 

（８）自社保有車両・船舶    

    

＜＜＜＜２２２２    津波被害津波被害津波被害津波被害についてについてについてについて（（（（9999 問問問問））））＞＞＞＞ 

    

＜＜＜＜３３３３    現在現在現在現在のののの地震地震地震地震・・・・津波対策津波対策津波対策津波対策についてについてについてについて（（（（1111８８８８問問問問））））＞＞＞＞    

    

＜＜＜＜４４４４    今後今後今後今後、、、、地震地震地震地震・・・・津波対策津波対策津波対策津波対策（（（（８８８８問問問問））））＞＞＞＞    

    

そのそのそのその他他他他    意見等意見等意見等意見等    

 

参考参考参考参考１１１１    ひょうごひょうごひょうごひょうご防災防災防災防災ネットネットネットネット        

参考参考参考参考２２２２    防災行政無線防災行政無線防災行政無線防災行政無線    

参考参考参考参考３３３３    緊急地震速報緊急地震速報緊急地震速報緊急地震速報    

    

    まとめまとめまとめまとめ    

    



 

 

 

 

 

  南海トラフ巨大地震等による地震動、津波について事業所の意識、現状、対策、意見等アン

ケートを集計し、結果をお知らせすることで、今後の各事業所の防災活動等の参考としていた

だくとともに、今後の協会事業に反映させるものです。 

 

 

 

 

（１）方法： アンケート用紙を会員（２協会）への送付による返信、記名回答方式 

（２）実施期間： 平成 25 年 2 月 1 日～平成 25年 2月 28 日 

（３）２協会の総協会員数： ２９４会員 

   神戸市水上防火安全協会及び港湾労災防止協会兵庫県総支部（一部関係会員）の２会員の

合計数。 

   重複会員は１の会員としてカウントしています。 

（４）調査エリア・調査対象 

調査エリアは、神戸市中央区のうち、神戸市水上防火安全協会の会員事業所を主体に調査

エリアとしました。 

具体的には、ポートアイランド、神戸空港、神戸市中央区小野浜町、海岸通、波止場町及

び新港町（以下｢主調査エリア｣という。）など、神戸市中央区の中でも国道 2号線以南にある

事業所で、神戸市水上防火安全協会の会員は原則すべて調査対象です。 

ただし、調査エリア以外の地域でも過去の経緯等で会員になっておられる事業所もあるた

め併せて調査依頼を実施し、回答を集計しております。 

また、港湾労災防止協会兵庫県総支部については、上記主調査エリアに関係する会員を選

択しています。 

 

 

 

 

    

（１）回答数： １７２会員  回答率 ５８．５％ 

（２）回答事業所総数： ２１８事業所 

   回答会員数より事業所総数が多いのは、1 会員で複数の事業所を保有している会員がある

ためです。 

 

※ アンケート集計上、津波に浸水する可能性のある地域について 

東日本大震災の想定を超えた津波の被害を受け、平成２３年１０月に南海東南海地震で

襲来する津波の高さを、兵庫県は独自に暫定で従来の２倍と変更しました。 

１１１１    アンケートアンケートアンケートアンケートのののの目的目的目的目的 

３３３３    回答数等回答数等回答数等回答数等    

２２２２    アンケートアンケートアンケートアンケートのののの方法等方法等方法等方法等    

－１－ 



 

神戸市中央区の場合、暫定津波高さは３．２ｍ～４ｍとなっており、地盤面がそれより

も低い地域が浸水する危険性があることになります。 

浸水が予想される区域は下図のとおりです。 

    

（参考）神戸市危機管理室 土砂災害・水災害に関する危険予想箇所図 より抜粋 

 

 しかし、示されている津波到達高さと標高が同じとなる境界線には幅があることや、地

震・津波などの広域災害では個々の事業所＝点で捉えるよりも面(地域)で考える方が、事

業所間の協力等今後の対策に有効ではないかと考え、一つの丁目内にこの境界線を含む場

合、アンケート集計上、津波によって浸水する地域として同様に扱っています。(下図参照) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アンケートの集計上、（暫定）津波被害警戒区域を含む「丁目全体」を（暫定）津波

被害警戒区域と同様に扱いました（以下、「浸水予想丁目」という。）。 

なお、丁目がない町通は、その町通全体で集計しました。 

      (例)上図、Ａ事業所は（暫定）津波被害警戒区域内にあって、Ｂ事業所は同区域外

となっていますが、アンケート集計上はいずれも浸水する区域内として数えてい 

(暫定)津波被害警戒区域 

※※※※((((暫定暫定暫定暫定))))津波被害警戒区域津波被害警戒区域津波被害警戒区域津波被害警戒区域    
東日本大震災を踏まえ、万一大規
模津波が発生した場合でも的確か

つ迅速な避難行動が可能となるよ
う、現行の地域防災計画で想定して
いる津波高を、暫定的に 2 倍程度と

し、その津波高と同じ標高の等高線
を示したものです。 

       中央区中央区中央区中央区○○○○○○○○通通通通    

                                            △△△△丁目丁目丁目丁目    

●●●●ＡＡＡＡ事業所事業所事業所事業所            ●●●●ＢＢＢＢ事業所事業所事業所事業所    

中央区中央区中央区中央区○○○○○○○○通通通通    

                                            △△△△丁目丁目丁目丁目    

●●●●ＡＡＡＡ事業所事業所事業所事業所            ●●●●ＢＢＢＢ事業所事業所事業所事業所    

丁目に一部

でも(暫定)

津波被害警

戒区域があ

れば 

この範囲は浸水する地域 
としてカウントしています 
「浸水予想丁目」 

－２－ 



 

ます。 

その「浸水予想丁目」は、結果報告のプロフィール 1(1)参照してください。 

    したがって、公開されている詳細地図では協会員事業所が、（暫定）津波被害警戒区域外

であっても、丁目でアンケート上では「浸水予想丁目」として計上している場合がありま

す。 

なお、今後、津波による浸水する区域等の変更がありますので広報、報道等、留意して

おいてください。 

 

浸水予想丁目 

回答事業所回答事業所回答事業所回答事業所のののの所在地所在地所在地所在地    計 
範囲内 範囲外 

ポートアイランド、神戸空港、中央区小野浜町、

海岸通、波止場町及び新港町（主調査エリア） 
１７９ 

１５５
(86.6%) 

２４
(15.4%) 

中央区 

上記以外の中央区の町通 ２０ 
１６ 
(80%) 

４ 
(20%) 

市内 (中央区を除く) １９ １９ ０ 

市 外 ０ ０ ０ 

全 数 ２１８２１８２１８２１８    
１９０１９０１９０１９０    
(87.2%) 

２８２８２８２８    
(12.8%) 

   回答には今回の調査エリア外の事業所もありましたが、浸水予想丁目の比率がほぼ同じか、

多い結果となっています。 

   主調査エリア外の件数は３９事業所(20+19)で（中央区、主調査エリア外の事業所及び東灘

区、灘区若しくは兵庫区にある事業所）、このうち浸水予想丁目内となっているのは３５事業

所(16+19)（約 89.7％）となり、比率的には、主調査エリアと同様の傾向があり、今回の集

計結果に加えています。 

   回答事業所のうち、マンション等住民が居住している事業所もあります。 

今回のアンケートは、事務所、倉庫、工場などの事業所の事業活動（生活の場がほかにあ

り事業所へは仕事に来ている）を主眼としたアンケートのため、住民については、「従業員」

と「来客」とはいずれも該当しないことから、プロフィール項目の人数、その自家用車（車

両）は集計からはずしました。 

－３－ 



 

    

    

    

    

    

＜＜＜＜設問設問設問設問 1(1)1(1)1(1)1(1)＞＞＞＞  事業所名    所在地        

所在地所在地所在地所在地    数  所在地所在地所在地所在地    数 

中央区磯辺通 1丁目※ ４    

中央区江戸町※ １  ●中央区港島中町１丁目※ ３ 

●中央区小野浜町※ ２７  ●中央区港島中町２丁目※ ４ 

●中央区海岸通※ ７  ●中央区港島中町３丁目 ３ 

中央区雲井通 １  ●中央区港島中町４丁目※ ６ 

●中央区神戸空港 ２  ●中央区港島中町５丁目 １ 

中央区古湊通 2丁目 １  ●中央区港島中町６丁目 １６ 

中央区栄町通 5丁目※ １  ●中央区港島中町７丁目※ １０ 

●中央区新港町※ ２１  ●中央区港島中町８丁目※ １ 

●中央区波止場町※ １１  ●中央区港島南町１丁目 １ 

中央区浜辺通 1丁目※ １  ●中央区港島南町４丁目 １ 

中央区東川崎町１，３，４丁目※ ５  ●中央区港島南町６丁目※ １ 

中央区弁天町※ ２  中央区元町５，６丁目※ ２ 

●中央区港島１丁目※ ４  中央区脇浜町２丁目 ２ 

●中央区港島２丁目※ ６  東灘区魚崎浜町※ １ 

●中央区港島３丁目※ ６  東灘区住吉浜町※ １ 

●中央区港島４丁目※ ４  灘区摩耶埠頭※ １２ 

●中央区港島５丁目※ １  兵庫区築地町※ ２ 

●中央区港島６丁目※ ９  兵庫区中之島 1丁目※ １ 

●中央区港島７丁目※ １２  兵庫区吉田町 1丁目※ １ 

●中央区港島８丁目※ １５  兵庫区和田岬町 1 丁目※ １ 

●中央区港島９丁目※ ７  合計合計合計合計    ２１８２１８２１８２１８事業所事業所事業所事業所 

※浸水予想丁目  ●主調査エリア。 

浸水予想丁目内の事業所数・・・・・・・１９０事業所(87.2%) 

浸水予想丁目外の事業所数・・・・・・・・２８事業所(12.8%) 

   合 計  ・・・・・・・・・・・ ２１８事業所 

 

ﾌﾌﾌﾌﾟ゚゚゚ﾛﾌｨｰﾙﾛﾌｨｰﾙﾛﾌｨｰﾙﾛﾌｨｰﾙ＜＜＜＜1(1)1(1)1(1)1(1)＞＞＞＞    所在地等所在地等所在地等所在地等    

４４４４    アンケートアンケートアンケートアンケート結果結果結果結果 

－４－ 



 

主調査主調査主調査主調査エリアエリアエリアエリア、、、、地域地域地域地域ごとのごとのごとのごとの事業所数事業所数事業所数事業所数とととと浸水予想丁目浸水予想丁目浸水予想丁目浸水予想丁目    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 主調査エリアで事業所数の多い地域は、小野浜町(27 事業所)、新港町(21 事業所)、波止場町(11

事業所)、港島 7丁目(12 事業所)、港島 8丁目(15 事業所)及び港島中町 7丁目(10 事業所)となっ

ています。 

灘区摩耶埠頭 ⑫ 

小野浜町 ２７ 

新港町※ 21 波止場町※ 
⑪ 

港島 4 丁目※ 
 ④ 

港島３丁目※ 

 ⑥ 

港島２丁目※ ⑥ 

港島１丁目 

※  ④ 
港島中町 
４丁目※ 
⑥ 

港島中町１丁目 
 ③ 

港島５丁目※ 

① 

  

港島６丁目※ 

   ⑨ 

   

港島７丁目※ 

 ⑫ 

港島８丁目※ 

 ⑮ 

港島９丁目※ 

   ⑦ 

港島中町 

７丁目※ 

⑩ 

港島中町 

２丁目※ 

    ④ 
港島中町３丁目  

       ③ 

港島中町 

６丁目  

⑯ 港島中町 
５丁目 
① 港島中町８丁目※ 

① 
港島南町 

１丁目  
① 港島南町 

２丁目 
 ０ 

港島南町 
３丁目 
０ 

港島南町 

４丁目 

 ① 

港島南町 

５丁目 

  〇 

港島南町※ 

６丁目 

① 

港島南町 

７丁目 

０ 

神戸空港 ② 

東川崎町１丁目※ 
1,3,4 丁目 ⑤ 

弁天町※ ② 

海岸通 ⑦ 

東川崎町 2 丁目※ 
  

山側 

点線内 

アンケートの 

主調査エリア 

※印 浸水予想丁目 

   着色しています。 

 

○番号は回答事業所数 

－５－ 



 

    

    

    

＜＜＜＜設問設問設問設問 1(2)1(2)1(2)1(2)＞＞＞＞ 建物・土地の主主主主たるたるたるたる利用形態利用形態利用形態利用形態（用途）を記入してください。 

浸水予想丁目 
主たる利用形態（用途） 計 

範囲内 範囲外 

ａ 事務所 ５１ ４３ ８ 

ｂ 複合（事務所＋その他の用途） 
（その他の用途：書庫、研究室、駐車場、集会場等） 

２７ ２２ ５ 
事 

務 

所 
         小計 ７８ ６５ １３ 

ｃ 倉庫（サイロも含む） ６０ ５８ ２ 

ｄ 複合（倉庫＋その他の用途） 
（その他の用途：事務所、サイロ、工場、駐車場） 

１０ １０ ０ 
倉 
庫 

         小計 ７０ ６８ ２ 

ｅ コンテナターミナル、上屋、荷捌き等（梱包工場・梱包作業場含む） １４ １３ １ 

ｆ  複合（低層：店舗、 中・高層住居） １０ ６ ４ 

ｇ  物品販売・コンビニ・食堂等 １０ ９ １ 

ｈ ホテル・宿泊（他用途含む） ７ ５ ２ 

ｉ  大学 ･ 学校 ･ 研究所 ６ ６ ０ 

ｊ  工場・作業場 ５ ５ ０ 

ｋ  詰所・寄り場等 ５ ５ ０ 

ｌ  保育・老人介護関係 ３ １ ２ 

ｍ 多目的ホール、結婚式場等 ３ １ ２ 

ｎ  空白・未記入 ７ ６ １ 

全 数 ２１８ １９０ ２８ 

 使用形態（用途）は、倉庫、事務所（主に倉庫、事務所に使用する他用途との混在を含む。）で

１４８対象(事務所７８＋倉庫７０)は全体の６８％を占めます。 

 港湾関係のコンテナターミナルや上屋なども１４対象と倉庫、事務所に次ぐ多さとなっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務所 

倉庫 

コンテナターミナル、

上屋、荷捌き等 

主主主主たるたるたるたる    

利用形態利用形態利用形態利用形態    

((((用途用途用途用途))))    

ａａａａ    

ｂｂｂｂ    

ｃｃｃｃ    

ｄｄｄｄ    

ｅｅｅｅ    

ｆｆｆｆ    

ｇｇｇｇ    
ｈｈｈｈ    ｉｉｉｉ    

ｋｋｋｋ    ｌｌｌｌ    
ｍｍｍｍ    

ｎｎｎｎ    
ｊｊｊｊ    

ﾌﾌﾌﾌﾟ゚゚゚ﾛﾌｨｰﾙﾛﾌｨｰﾙﾛﾌｨｰﾙﾛﾌｨｰﾙ＜＜＜＜1(2)1(2)1(2)1(2)＞＞＞＞    利用形態利用形態利用形態利用形態    

－６－ 



 

地域地域地域地域ごとのごとのごとのごとの利用形態利用形態利用形態利用形態((((用途用途用途用途))))のののの特徴特徴特徴特徴    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 倉庫、事務所、上屋、コンテナターミナルなど「倉庫・港湾関係」が集まった、ポート

アイランドの北部から西側、新港町及び小野浜町。 

② 商業施設など「都市」機能が集約された、ポートアイランド中央付近及び神戸駅南側の 

東川崎町～波止場町。 

  ③ 事務所(ｵﾌｨｽﾋﾞﾙ)や「学校、研究機関」が集まっている、ﾎﾟｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ西側及び中央南側。 

 

摩耶埠頭 a,c 

事務・倉庫 半々 

小野浜町 c,a 

倉庫(事務少しあり) 

↑新港町 
事務･倉庫 半々 
a,c 
 

海岸通  
事務所 a 

波止場町 
事務、ホテル、

住居 

a,f,h 

弁天町 
事務･式場 

       a,m 

東川崎町１,3,4 丁目 
  工場・商業施設 

 j,h 

東川崎町 2 丁目 

港島 4 丁目 
c 

港島３丁目 
倉庫・上屋 
c,e 港島２丁目 

工場・作業場 
jjjj    

港島１丁目 

i,c 
港島中町 

４丁目  

iiii    

港島中町１丁目 

事務･倉庫 

半々 

港島５丁目 
c 

港島 

６丁目 

  事務 

    倉庫 

      半々 

a,c        

港島７丁目 c 

港島８丁目 c 

港島９丁目 
コ ン テ ナ タ ー ミ ナ

ル、倉庫、事務 

e,c, a 

港島中町  
７丁目 
 a,h  

港島 
中町 
２丁目 

  a 

港島中町 

３丁目  

          f,lf,lf,lf,l    

港島中町 
６丁目 
a,f,h,m 港島中町 

５丁目  

ｌ 港島中町８丁目 
a 港島南町 

１丁目 a 

 
港島南町 

２丁目  港島南町 

３丁目  

港島南町 
４丁目 a 

 

港島南町 

５丁目  

港島南町 
６丁目 i 

港島南町 

７丁目  

神戸空港  

倉庫・作業場  c,j 

a 事務所 

ｃ 倉庫 

事務・倉庫 半々 
aｃ 

事務所又は工場＋ 

商業施設、マンショ

ン・ホテル・ホール等 

学校・研究＋ 
倉庫・事務等 

倉庫＋ 
上屋、コンテナタ
ーミナル、作業場
等 

－７－ 



 

 

 

 

＜＜＜＜設問設問設問設問 1(3)1(3)1(3)1(3)アアアア＞＞＞＞建物（□自社所有 □賃貸（□建物全部 □建物の一部）□その他（  ）） 

浸水予想丁目 
建物建物建物建物    所有形態所有形態所有形態所有形態    計 

範囲内(内数) 範囲外(内数) 

自社所有 １２２ １０６ １６ 

賃貸 ８５ ７９ ６ 

建物全体 （２４） （２２） （２） 

建物の一部 （２８） （２７） （１） 

 

内訳 

空白・未記入 （３３） （３０） （３） 

その他 ７ ２ ５ 

空白、未記入 ４ ３ １ 

全 数 ２１８ １９０ ２８ 

 建物が自社所有であれば建物の構造変更、災害時の施設利用の決定に迅速に対応しやすいため、

設問に加えています。自社所有は１２２事業所で全体の約５６％となっています。 

 建物の一部のテナントとして入居している事業所は２８で、全体の１３％弱と比較的少ない結

果となりました。 

 

＜＜＜＜設問設問設問設問 1(3)1(3)1(3)1(3)イイイイ＞＞＞＞ 土地 （□自社所有 □賃貸 □その他（     ）） 

浸水予想丁目 
土地土地土地土地    所有形態所有形態所有形態所有形態    計 

範囲内 範囲外 

自社所有 ５７ ４５ １２ 

賃貸 １３４ １２２ １２ 

その他 １２ ８ ４ 

空白・未記入 １５ １５ ０ 

全 数 ２１８ １９０ ２８ 

 土地は賃貸が１３４事業所と最も多く、全体の６１％を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ﾌﾌﾌﾌﾟ゚゚゚ﾛﾌｨｰﾙﾛﾌｨｰﾙﾛﾌｨｰﾙﾛﾌｨｰﾙ＜＜＜＜1(3)1(3)1(3)1(3)＞＞＞＞    建物建物建物建物・・・・土地土地土地土地のののの所有形態所有形態所有形態所有形態    

－８－ 



 

    

    

    

＜＜＜＜設問設問設問設問 1(4)1(4)1(4)1(4)＞＞＞＞ 同一敷地内の棟数    棟 

浸水予想丁目 
棟数棟数棟数棟数    計 

範囲内 範囲外 

１棟 １３２ １１７ １５ 

２棟 ３５ ３２ ３ 

３棟以上 ３１ ２５ ６ 

空白・未記入・０ ２０ １６ ４ 

全 数 ２１８ １９０ ２８ 

  敷地内に１棟のみの事業所が１３２あり全体の約６０％を占めていいます。 

 

 

 

＜＜＜＜設問設問設問設問 1(5)1(5)1(5)1(5)＞＞＞＞ 建物構造（複数棟ある場合は災害対応の拠点が設置される棟） □建物 

＜＜＜＜設問設問設問設問 1(5)1(5)1(5)1(5)アアアア＞＞＞＞ 建築年月  明治・大正・昭和･平成  年  月 

浸水予想丁目 
建築年建築年建築年建築年月月月月    計 

範囲内 範囲外 

大正 ４ ４ ０ 

昭和で年代不明 １３ １３ ０ 

昭和元年～昭和 56 年 5 月 ７３ ６８ ５ 

昭和 56 年 6 月～昭和 64 年 ２５ １４ １１ 

平成 ８２ ７３ ９ 

空白･未記入･不明 ２１ １８ ３ 

全 数 ２１８ １９０ ２８ 

 昭和５６年６月の建築基準法改正で大きく耐震基準が見直されました。 

設問の建築年では、耐震基準改正後のものは１０７対象（25+82）と約半数ですが、耐震基準改

正前のものは７７対象（4+73）と、依然として多くあることが分かりました。 

これは、昭和５６年に竣工した人口島のポートアイランドに新規対象物が多く、新港町、海岸

通及び波止場町など古くからあるところの建物は、耐震基準改正前が多いためです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

新耐震基準施行後 

新耐震基準施行前 

のいずれか 

大正 
昭和？ 

昭和 56 年 5 月まで 

↑昭和 56 年 6 月 

～平成まで 

平成平成平成平成    
空白空白空白空白    

ﾌﾌﾌﾌﾟ゚゚゚ﾛﾌｨｰﾙﾛﾌｨｰﾙﾛﾌｨｰﾙﾛﾌｨｰﾙ＜＜＜＜1(4)1(4)1(4)1(4)＞＞＞＞    棟数棟数棟数棟数    

ﾌﾌﾌﾌﾟ゚゚゚ﾛﾌｨｰﾙﾛﾌｨｰﾙﾛﾌｨｰﾙﾛﾌｨｰﾙ＜＜＜＜1(5)1(5)1(5)1(5)＞＞＞＞建築年月建築年月建築年月建築年月・・・・建物構造建物構造建物構造建物構造    

－９－ 



 

＜＜＜＜設問設問設問設問 1(5)1(5)1(5)1(5)イイイイ＞＞＞＞構造□鉄骨鉄筋コンクリート造(SRC) □鉄筋コンクリート造(RC) □鉄骨造(S) 

□コンテナを転用  □その他（     ） 

浸水予想丁目 
建物構造建物構造建物構造建物構造    計 

範囲内 範囲外 

鉄骨鉄筋コンクリート造（ＳＲＣ） ７６ ５９ １７ 

鉄筋コンクリート造（ＲＣ） ６２ ５８ ４ 

鉄骨造（Ｓ） ４９ ４４ ５ 

コンテナ ２ ２ ０ 

その他 ５ ５ ０ 

空白・未記入 ２４ １９ ５ 

全 数 ２１８ １９０ ２８ 

 

 

 

 

  鉄骨鉄筋コンクリート造が７６事業所と最も多く３５％を占めています。 

  鉄筋コンクリート造の６２事業所と合わせれば６３％で過半数を超えています。 

 

 

鉄骨鉄筋鉄骨鉄筋鉄骨鉄筋鉄骨鉄筋コンクリートコンクリートコンクリートコンクリート

造造造造（ＳＲＣ）（ＳＲＣ）（ＳＲＣ）（ＳＲＣ）    

鉄筋鉄筋鉄筋鉄筋コンクリートコンクリートコンクリートコンクリート造造造造

（ＲＣ）（ＲＣ）（ＲＣ）（ＲＣ）    
鉄骨造鉄骨造鉄骨造鉄骨造（Ｓ）（Ｓ）（Ｓ）（Ｓ）    

そのそのそのその他他他他↑↑↑↑    

コンテナコンテナコンテナコンテナ↓↓↓↓    

空白空白空白空白    

－１０－ 



 

    

    

    

＜＜＜＜設問設問設問設問 1(5)1(5)1(5)1(5)        階階階階数数数数＞＞＞＞        

浸水予想丁目 
階階階階数数数数    計 

範囲内 範囲外 

１階 ２１ ( 9.6%) ２０ １ 

2 階 ４７ (21.6%) ４６ １ 

3 階 ２８ (12.9%) ２７ １ 

4 階以上 ９４ (43.0%) ７３ ２１ 

空白、未記入 ２８ (12.9%) ２４ ４ 

全 数 ２１８ １９０ ２８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

階数が２階以下は６８事業所(21+47)で３１．２％、事業所の約３分の１になります。 

２階以下の建物は港湾関係の地域で多くあります。 

４階以上の建物が４３％と多くを占めています。 

なお、地階に関しては、地下 1階までは３１事業所、地下２階までは３事業所となっています。

（残りは、地階なし又は空白・未記入です。） 

 

＜＜＜＜設問設問設問設問 1(5)1(5)1(5)1(5)ウウウウ＞＞＞＞ 地震対応 □耐震構造 □免震構造  □制震構造 □その他（  ） 

浸水予想丁目 
耐震耐震耐震耐震等等等等    計 

範囲内 範囲外 

耐震構造 ７４ ５７ １７ 

免震構造 ７ ６ １ 

制震構造 ２ １ １ 

その他 ４７ ４６ １ 

空白･未記入･不明 ８８ ８０ ８ 

全 数 ２１８ １９０ ２８ 

  耐震、免震及び制震構造など(以下「耐震構造等」という。)、地震対応が考えられている建

物は８３事業所(74+7+2)で、全体の約３８％となっています。 

 浸水予想丁目外で耐震構造等となっている事業所は１９で（浸水予想丁目外の事業所が２８）、

浸水予想丁目外の約６８％の建物が耐震構造等になっています。 

「その他」の多くに記入欄に記載がありませんでした。 

海 
      1F        2F  1F        2F  1F        2F  1F        2F             3F    3F    3F    3F                             4F4F4F4F以上以上以上以上                        空白等空白等空白等空白等    

            9.6%9.6%9.6%9.6%            21.6%   21.6%   21.6%   21.6%        12.9%  12.9%  12.9%  12.9%                      43%  43%  43%  43%                       12.9%  12.9%  12.9%  12.9%    

？？？？    

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□    

□ □□ □□ □□ □

□ □□ □□ □□ □

□ □□ □□ □□ □
□□□□□□□□□□□□

□□□□□□□□□□□□
□□□□

ﾌﾌﾌﾌﾟ゚゚゚ﾛﾌｨﾛﾌｨﾛﾌｨﾛﾌｨｰﾙｰﾙｰﾙｰﾙ＜＜＜＜1(5)1(5)1(5)1(5)＞＞＞＞階数階数階数階数・・・・耐震等耐震等耐震等耐震等・・・・屋外階段屋外階段屋外階段屋外階段    

－１１－ 



 

＜＜＜＜設問設問設問設問 1(5)1(5)1(5)1(5)エエエエ＞＞＞＞ 屋外階段  有・無 

浸水予想丁目 
屋外階段屋外階段屋外階段屋外階段    計 

範囲内 範囲外 

あり ８８ ７７ １１ 

なし １０９ ９４ １５ 

空白・未記入 ２１ １９ ２ 

全 数 ２１８ １９０ ２８ 

屋外階段は津波避難で高台への避難が間に合わないとき、緊急に建物の上階へ行くことがで

きます。屋外階段がある事業所は８８対象と全体の４０％、ない事業所は１０９対象と全体の

５０％を占めています。 

＜＜＜＜設問設問設問設問 1(5)1(5)1(5)1(5)    建物建物建物建物はないはないはないはない＞＞＞＞ ・・・・・「０」でした。 

  土地の使用のみで建屋がないものを想定していました。 

 

 

 

＜＜＜＜設問設問設問設問 1(6)1(6)1(6)1(6)アアアア＞＞＞＞    勤務(営業)日 □無休、□月～金、□その他（         ） 

浸水予想丁目 
勤務勤務勤務勤務((((営業営業営業営業))))日日日日    総数 

範囲内 範囲外 

無休 ３９  ２９ １０ 

月～金 １１６  １０３ １３ 

その他 ６０  ５６ ４ 

空白・未記入 ３  ２ １ 

全 数 ２１８  １９０ ２８ 

「その他」の中には、月～土までが多くありました。 

   事業所の半数以上が平日に活動していることが分かりました。 

 

＜＜＜＜設問設問設問設問 1(6)1(6)1(6)1(6)イイイイ＞＞＞＞ 勤務(営業)時間     ：  ～   ：    

浸水予想丁目 
勤務勤務勤務勤務((((営業営業営業営業))))時間時間時間時間    計 

範囲内 範囲外 

２４時間 １５ ８ ７ 

7:00～21:00 の間 １８９ １６９ ２０ 

その他 上記以外 ６ ６ ０ 

空白・未記入 ８ ７ １ 

全 数 ２１８ １９０ ２８ 

  勤務時間帯は「７時～２１時まで」で１８９の事業所（８７％）を占めています。 

  以上のことから、平日の昼間に地震、津波の発生が、事業所側の人的被害が最も大きくなる

ことが予想されます。 

  ただし、集客施設・デパート等では土日の昼間に地震、津波による、観光客や来店客等の人

的被害が大きくなることが予想されます。 

ﾌﾌﾌﾌﾟ゚゚゚ﾛﾌｨｰﾙﾛﾌｨｰﾙﾛﾌｨｰﾙﾛﾌｨｰﾙ＜＜＜＜1(6)1(6)1(6)1(6)＞＞＞＞    勤務形態勤務形態勤務形態勤務形態    

－１２－ 



 

 

    

    

 営業・活動時間中、災害が発生したとき、通常、どれくらいの人数が事業所内におられますか。 

＜＜＜＜設問設問設問設問 1(7)1(7)1(7)1(7)アアアア＞＞＞＞ 従業員等、事業所の関係者（下請け、人材派遣等含む）  約    人 

＜＜＜＜設問設問設問設問 1(7)1(7)1(7)1(7)イイイイ＞＞＞＞ 来客等  約    人 

（災害発生時を想定していますので、延べ人数ではなく、その瞬間、最大となる人数を記入願います。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

従業員等、関係者が２９人までの事業所は１０２で(42+60=102)、全体の４６．８％と多くを

占めています。 

来客等は 0人から２９人までの事業所は１４２で(29+64+49=142)、全体の６５％で来客等は少

ない事業所が多いことがわかります。 

浸水予想丁目 
人数人数人数人数    

計 

(事業所数) 範囲内 範囲外 

アアアア    従業員等従業員等従業員等従業員等       

１～１０人 ４２ ４０ ２ 

１１～２９人 ６０ ５５ ５ 

３０～４９人 ３３ ４０ ３ 

５０～１００人 ４５ ４０ ５ 

１０１人超える ３６ ２３ １３ 

 

空白･未記入 ２ ２ ０ 

全 数 ２１８ １９０ ２８ 

イイイイ    来客等来客等来客等来客等       

０人 ２９ ２７ ２ 

１～１０人 ６４ ６０ ４ 

１１～２９人 ４９ ４３ ６ 

３０～４９人 ７ ５ ２ 

５０～１００人 ２０ １５ ５ 

１０１人超える １７ １１ ６ 

 

空白･未記入 ３２ ２９ ３ 

全 数 ２１８ １９０ ２８ 

ﾌﾌﾌﾌﾟ゚゚゚ﾛﾌｨｰﾙﾛﾌｨｰﾙﾛﾌｨｰﾙﾛﾌｨｰﾙ＜＜＜＜1(7)1(7)1(7)1(7)＞＞＞＞    人数人数人数人数    

－１３－ 



 

地域地域地域地域ごとのごとのごとのごとの従業員等従業員等従業員等従業員等とととと来客等来客等来客等来客等のののの合計人数合計人数合計人数合計人数    

所在地 
人数人数人数人数    

上段 従業員、客等 

下段 合計 

所在地 
人数人数人数人数    

上段 従業員、客等 

下段 合計 

中央区磯辺通 1 丁目※ 
88, 6 

９４ 
中央区港島９丁目※ 

330, 177 

５０７ 

中央区江戸町※ 
24, 5 

２９ 
中央区港島中町１丁目※★ 

26, 36 

６２ 

中央区小野浜町※ 
674, 278 

９５２ 
中央区港島中町２丁目※★ 

184, 295 

４７９ 

中央区海岸通※ 
169, 18 

１８７ 
中央区港島中町３丁目 

376, 170 

５４６ 

中央区雲井通 
10, 3 

１３ 
中央区港島中町４丁目※ｋ 

1755, 148 

１,９０３ 

中央区神戸空港 
105, 7 

１１２ 
中央区港島中町５丁目 

50, 2 

５２ 

中央区古湊通 2 丁目 
1, 0 

１ 

中央区港島中町６丁目★
10k 

3015, 10242 

１３，２５７ 

中央区栄町通 5 丁目※ 
50, 2 

５２ 
中央区港島中町７丁目※ｋ 

1751, 771 

２,５２２ 

中央区新港町※★ｋ 
781, 967 

１,７４８ 
中央区港島中町８丁目※ 

3, 0 

３ 

中央区波止場町※★ｋ 
449, 2952 

３,４０１ 
中央区港島南町１丁目 

500, 30 

５３０ 

中央区浜辺通 1 丁目※ 
15, 2 

１７ 
中央区港島南町４丁目 

150, 20 

１７０ 

中央区東川崎町 1,3,4 丁目※★
10k 

4102, 30223 

３４,３２５ 
中央区港島南町６丁目※ 

250, 20 

２７０ 

中央区弁天町※★ 
25、 52 

７７ 
中央区元町５，６丁目※ 

62, 5 

６７ 

中央区港島１丁目※ｋ 
2230, 825 

３,０５５ 
中央区脇浜町２丁目ｋ 

1100, 70 

１,１７０ 

中央区港島２丁目※ 
330, 48 

３７８ 
東灘区魚崎浜町※ 

20. 10 

３０ 

中央区港島３丁目※ 
207, 35 

２４２ 
東灘区住吉浜町※ 

100. 0 

１００ 

中央区港島４丁目※ 
169, 28 

１９７ 
灘区摩耶埠頭※ 

346, 92 

４３８ 

中央区港島５丁目※ 
80, 30 

１１０ 
兵庫区築地町※ 

30, 5 

３５ 

中央区港島６丁目※ 
275, 33 

３０８ 
兵庫区中之島 1 丁目※ｋ 

2000, 1000 

３,０００ 

中央区港島７丁目※ 
319, 139 

４５８ 
兵庫区吉田町 1 丁目※ 

12, 10 

２２ 

中央区港島８丁目※ｋ 
933, 309 

１,２４２ 
兵庫区和田岬町 1 丁目※ｋ 

7000, 1000 

８,０００ 

※印 浸水予想丁目 

★印 「従業員等」の人数よりも「来客等」の人数が多い区域 

ｋ…従業員等と来客等の合算が 1,000人以上 10,000未満となる地域 

10k…従業員等と来客等の合算が 10,000人以上となる地域 

 
－１４－ 



 

地域別地域別地域別地域別でででで人数人数人数人数がががが合算合算合算合算 1000100010001000 人以上人以上人以上人以上、、、、10000100001000010000 人以上人以上人以上人以上のののの人人人人がががが滞在滞在滞在滞在するするするする地域地域地域地域    

★印は従業員等より来客等が多い地域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1万人以上となる区域は、展示場など集客施設や大規模店舗等多数の客のためです。 

従業員等で 1000人以上のものは大規模工場等のためです。 

デパート、ホテル、展示場など従業員にくらべ来客等が多い地域と、倉庫・事務所であっても、

大規模な事業所では多数の従業員、来客があり、災害発生時多数の負傷が発生する可能がありま

す。 

 また、従業員等よりも来客等が多いデパート、ホテル、展示場などは避難誘導、帰宅困難等で

従業員等のみではなく、来客等のことも考慮に入れた対策が必要となります。 

 

摩耶埠頭 

小野浜町 

新港町★k 

海岸通  

波止場町★ k 
弁天町★ 

東川崎町１,3,4 

丁目 ★ 10k 

 

東川崎町 2 丁目 

港島 4 丁目 

港島３丁目 

港島２丁目 

港島１丁目 

 k 港島中町 

４丁目  

港島中町１丁目★ 

港島５丁目 

港島 

６丁目 

港島７丁目 

港島８丁目 k 

港島９丁目 

港島中町 
７丁目  

     k 

港島 

中町 

２丁目★ 
港島中町３丁目  

       k 

港島中町 
６丁目★ 10k 

港島中町 
５丁目  

港島中町８丁目 港島南町 
１丁目  

港島南町 

２丁目  港島南町 

３丁目  

港島南町 

４丁目  

港島南町 

５丁目  

港島南町 
６丁目  

港島南町 

７丁目  神戸空港  

1000 人以上 

10000 人未満 

= k 

10000 人以上 
=10k 

－１５－ 



 

 

    

    

 自社保有車両・船舶 （敷地内の他社の車両、接岸中の他社の船舶は含まない。） 

＜＜＜＜設問設問設問設問 1(8)1(8)1(8)1(8)アアアア＞＞＞＞    車両 台（自社乗用車、自社トラック等車両で自転車、バイク、フォークリフト等は含まない） 

＜＜＜＜設問設問設問設問 1(8)1(8)1(8)1(8)イイイイ＞＞＞＞ 船舶    隻 

 

浸水予想丁目 
車両車両車両車両････船舶船舶船舶船舶    事業所数 

範囲内 範囲外 

車両 ( )内は車両合計   

０台 ３５ ２９ ６ 

1～5 台 ８０ (  203) ７３ ７ 

6 台以上 ８０ (1,556) ６８ １２ 
 

空白等 ２３ ２０ ３ 

船舶    

０隻 １２３ １０４ １９ 

1 隻    ２ ２ ０ 

2～８隻    ７ ６ １ 
 

空白等 ８６ ７８ ８ 

全 数(事業所) ２１８ １９０ ２８ 

 

車両が６台以上で車両数の合計は主調査エリア外(中央区以外)で著しく台数の多い「市場」の

車両（2000 台）を引いた数字です。 

 協会員で船舶を保有している事業所は少ないことが分かります。 

 したがって、接岸中の船舶の多くは他社の船舶であり、地震発生、津波発生時の対応指示につ

いて、他社の船舶について直接指示できるものではありませんが、あらかじめルール作りをして

おかないと、災害時混乱する可能性があります。 

 また、これは船舶に限らず、車両も他社の車両が自社敷地内で滞在中に地震・津波発生時も同

様になることが考えられます。 

 

 

ﾌﾌﾌﾌﾟ゚゚゚ﾛﾌｨｰﾙﾛﾌｨｰﾙﾛﾌｨｰﾙﾛﾌｨｰﾙ＜＜＜＜1(8)1(8)1(8)1(8)＞＞＞＞    車両車両車両車両････船舶船舶船舶船舶    

－１６－ 



 

    

    

    

＜＜＜＜設問設問設問設問２２２２＞＞＞＞    津波被害津波被害津波被害津波被害にににについてついてついてついて（（（（9999 問問問問））））    

質問項目質問項目質問項目質問項目    （（（（２①２①２①２①～～～～⑨⑨⑨⑨））））    はいはいはいはい    いいえいいえいいえいいえ    

どどどどちちちちらららら

でもなでもなでもなでもな

いいいい        

空白空白空白空白    

未記未記未記未記

入入入入    

①東日本大震災により、自社の支店

やグループ会社が津波被害を受け

た。 

３９ １６８ ２ ９ 

②東日本の被災地に対して、物資の

輸送や人員の派遣など、事業所とし

て応援活動を実施した。 

１００ １０１ ６ １１ 

 ③ 事業活動上、津波は非常に大き

なリスクであると考えている。 
２０６ ０ ３ 

 

９ 

④ 東日本大震災後、津波対策に関

する自社による何らかの方針決定が

あった。 

７７ ９０ ４１ 

 

１０ 

⑤ 南海・東南海地震で津波が起こ

った際に、到達するまでの時間を承

知している。 

１２８ ６７ １３ １０ 

⑥ 南海・東南海地震で津波が起こ

った際に、浸水する地域に該当して

いるかかどうか、承知している。 

１７３ ２５ １１ ９ 

⑦津波警報や津波注意報はどのよ

うな時に発令されるか承知している。 
１４９ ４５ １４ １０ 

⑧ 南海・東南海地震で津波が起こ

った際に、避難する必要がある

か、どのように避難するか承知し

ている。 

１３８ ４１ ２９ １０ 

⑨ 自社建物が新耐震基準(昭和 56

年 6 月 1 日基準日)を満たしている

かどうか承知している。 

１１８ ６６ ２２ １２ 

 

この設問では、主に津波に対する意識、方針の有無などを聞いています。 

 

２２２２－－－－①①①①、、、、２２２２－－－－②②②②    （（（（東日本大震東日本大震東日本大震東日本大震災災災災でででで被災被災被災被災したしたしたした（（（（支店支店支店支店・・・・関連会社関連会社関連会社関連会社））））、、、、応援活動応援活動応援活動応援活動））））    

東日本大震災で自社の関連事業所が津波被害を受けていたのは３９事業所で、全体の１

８％弱にも関わらず、②の被災地に支援物資輸送や人員派遣するなどの応援活動を行ってい

る事業所が 100で４６％が実施しています。 

    

はいはいはいはい                                いいえいいえいいえいいえ                    どちらどちらどちらどちら            空空空空    
でもないでもないでもないでもない    白白白白    

はいはいはいはい                    

＜＜＜＜2222①①①①～～～～2222⑨⑨⑨⑨＞＞＞＞    津波被害津波被害津波被害津波被害についてについてについてについて    

比率 

－１７－ 



 

２２２２－－－－③③③③    （（（（津波津波津波津波リスクリスクリスクリスク））））    

事業活動上、津波が大きなリスクと考えている事業所が２０６と、全体の９４％を超え

る数値となり深刻な問題との認識です。 

津波の被害を直接受けない事業所であっても、緊急避難者の発生、交通手段・通信の途

絶、帰宅困難等の問題があり深刻に受け取っているものと考えられます。 

この危機意識の高さからほかの設問である、自社の津波の浸水地域や、津波到達時間等

の情報についての意識が高いことも伺えます。 

  

２２２２－－－－④④④④    （（（（津波津波津波津波へのへのへのへの方針方針方針方針のののの決定決定決定決定））））    

東日本大震災後、津波対策に関する自社による何らかの方針決定があったどうかで、津

波の危惧はほとんどの事業所でありますが、実際方針決定した事業所は７７事業所で 

３５％に留まっています。 

 

２２２２－－－－⑤⑤⑤⑤、、、、２２２２－－－－⑥⑥⑥⑥    （（（（津波到達時間津波到達時間津波到達時間津波到達時間････浸水範囲浸水範囲浸水範囲浸水範囲））））    

津波の到達時間と浸水範囲を聞いています。 

いずれも危機感から意識は高いのですが、津波到達時間を知っているが５９％、自社が浸水範

囲かどうか知っているが７９％と、両者で２０ポイントほど差が生じています。 

 

２２２２－－－－⑦⑦⑦⑦    （（（（津波警報等津波警報等津波警報等津波警報等））））    

「津波警報や津波注意報はどのような時に発令されるか承知している」は１４９で 

６８％の事業所が知っています。 

   （参考）平成２５年３月７日付けで津波警報等が変更になっています。気象庁のホー

ムページ等で確認してください。 

 

２２２２――――⑧⑧⑧⑧    （（（（津波避難津波避難津波避難津波避難のののの必要性避難方法必要性避難方法必要性避難方法必要性避難方法））））    

南海・東南海地震で津波が起こった際に、避難する必要があるかどうかは、岸壁付近で

は直ぐに避難する必要がありますが、ポートアイランドの一部や神戸空港では津波避難区

域外であり、基本的には避難の必要がないための確認であり、避難方法を考慮しているか

どうかを問うものです。 

    「承知している」は１３８で６３％の事業所が回答しています。 

 

２２２２－－－－⑨⑨⑨⑨    （（（（新耐震基準建物新耐震基準建物新耐震基準建物新耐震基準建物？）？）？）？）    

自社建物が新耐震基準(昭和56年6月1日基準日)を満たしているかどうか承知している事業所

は５４％で、把握されていない事業所は６６で３０％あります。 

 

－１８－ 



 

    

    

    

＜＜＜＜設問設問設問設問３３３３＞＞＞＞    現在現在現在現在のののの地震地震地震地震・・・・津波対策津波対策津波対策津波対策についについについについてててて（（（（1111８８８８問問問問））））    

質問項目 （３①～⑪） はいはいはいはい    いいえいいえいいえいいえ    

どどどどちちちちらららら

でもなでもなでもなでもな

いいいい        

空白空白空白空白    

未記未記未記未記

入入入入    

①津波発生時の従業員の避難方法は、 

ポートアイランド中央付近等、水際から離

れた高い場所への避難を考えている。 

１６９ ２５ ２２ ２ 

②津波発生時の従業員の避難方法

は、堅固な建物の 3 階以上等上階へ

の避難を考えている。 

１９３ １２ １１ ２ 

③津波発生時の従業員の避難は、

特に考えていない。 
８ １９７ １０ ３ 

④従業員にひょうご防災ネットに加

入させている。 
９ １８１ ２６ ２ 

⑤従業員の安否確認の手順は決め

ている。 
１３７ ５１ ３０ ０ 

⑥従業員の中に自力で避難できな

い人がいる。 
２０ １９０ ８ ０ 

⑦従業員に対して津波に関する防災

訓練・防災教育を実施している。 
９２ １００ ２６ ０ 

⑧自社内における災害対策本部な

ど、災害時の役割分担や防災組織

を整備している。 

１３９ ５９ ２０ ０ 

⑨近隣の事業所と津波に関する相

互協力を取り決めている。 
２７ １７０ ２０ １ 

⑩自社の自動車や船舶の退避先を

決めている。 
２７ １５８ ２９ ４ 

⑪自社ビルでは避難できないが、近隣に

は３階以上の鉄骨鉄筋コンクリート造、

鉄筋コンクリート造の堅牢な建物がある 

１２５ ５５ ３４ ４ 

割合 

はいはいはいはい                                            いいえいいえいいえいいえ                

    
どちらどちらどちらどちら    
でもないでもないでもないでもない    

＜＜＜＜3333①①①①～～～～3333⑱⑱⑱⑱＞＞＞＞    現在現在現在現在のののの地震地震地震地震・・・・津波対策津波対策津波対策津波対策    

－１９－ 



 

⑯緊急地震速報を受信できる体制を

とっている。 
１００ ９２ ２５ 

 

１ 

⑰防災行政無線を聞き情報収集を

行う。 
５６ １２６ ３５ １ 

⑱接岸中の船舶への地震･津波発

生の情報連絡体制をとっている。 
２７ １２３ ４５ ２３ 

 

３３３３－－－－①①①①，，，，３３３３－－－－②②②②    （（（（水平避難水平避難水平避難水平避難････垂直避難垂直避難垂直避難垂直避難））））    

津波発生時の避難方法としては、原則として地盤面の高い地域への避難（水平避難）を第

一に、水平避難が間に合わない場合、堅牢なビルの高層階に避難（垂直避難）することとな

っています。 

アンケートの結果は 77.5％が水平避難で、88.5％が垂直避難の両方を選択しており、垂直

避難をより多く選択されています。 

水平避難･垂直避難両方選択している事業所は１４８で、全体の６８％です。 

また、最初から上階避難を考えている事業所(垂直避難は「はい」で、水平避難は「いいえ」

又は「どちらでもない」との回答)は４３で、全体の２０％もありました。 

    

３３３３－－－－③③③③    （（（（特特特特にににに避難考避難考避難考避難考えていないえていないえていないえていない））））    

   避難を考えていない、との回答も８事業所ありますが、そのうち７事業所は上階避難する

とも回答しており、ほとんどの事業所が津波避難を考えていることになります。 

    

３３３３－－－－④④④④    （（（（ひょうごひょうごひょうごひょうご防災防災防災防災ネットネットネットネット））））    

   ひょうご防災ネットについては１８１事業所、８３％が未加入です。 

質問項目 （３⑫～⑱） はいはいはいはい    いいえいいえいいえいいえ    

どどどどちちちちらららら

でもなでもなでもなでもな

いいいい        

空白空白空白空白    

未記未記未記未記

入入入入    

⑫停電に備え自家発電装置を整備

している。 
４０ １６４ １３ １ 

⑬建物・設備の耐震化や浸水対策

などのハード整備を実施している。 
４７ １３４ ３５ ２ 

⑭非常食や防災器具などを備蓄して

いる 
９８ １０４ １５ １ 

⑮屋外・屋内に置かれているコンテナ、ド

ラム缶、危険物などが地震での倒壊・転

倒や津波で流されないような対策を講じ

ている。 

５１ ９９ ５１ １７ 

割合 

はいはいはいはい                                いいえいいえいいえいいえ                            どどどどちらちらちらちら            空空空空    
でもないでもないでもないでもない        白白白白    

－２０－ 



 

３３３３－－－－⑤⑤⑤⑤    （（（（安否確認安否確認安否確認安否確認））））    

   従業員の安否確認の手順は１３７（６２％）の事業所が決めています。 

    

３３３３－－－－⑥⑥⑥⑥    （（（（自力避難自力避難自力避難自力避難できないできないできないできない人人人人））））    

従業員の中に自力で避難できない人がいる事業所は２０と比較的少ない結果となりました。 

しかし、地震時には負傷者が発生する可能性があり、負傷者等自力避難できない人が発生

する前提で避難計画を樹立する必要があると考えます。 

    

３３３３－－－－⑦⑦⑦⑦    （（（（訓練訓練訓練訓練････教育教育教育教育））））    

従業員に対して津波に関する防災訓練・防災教育を実施は９２（４２％）、実施していない

は１００（４６％）と未実施がやや多い結果となりました。 

    

３３３３－－－－⑧⑧⑧⑧    （（（（災害対策本部災害対策本部災害対策本部災害対策本部・・・・防災組織防災組織防災組織防災組織のののの整備整備整備整備））））    

   対策本部や組織づくりをしている事業所は１３９で、全体の６４％に上ります。 

   先の３－⑦の質問で訓練・教育実施率が４２％に比べれば高くなりますが、組織・体制を

整えてはいますが訓練等の検証なしでは、災害時の即実践は各種問題発生のリスクが高くな

るのではないでしょうか。 

    

３３３３－－－－⑨⑨⑨⑨    （（（（津波津波津波津波・・・・相互協力相互協力相互協力相互協力））））    

津波発生時近隣事業所との相互協力を２７事業所（１２％）が締結していることが分かり

ましたが、残り大半が（１７０事業所・７８％）が、災害初期は事業所単独での活動となり

ます。 

    

３３３３－－－－⑩⑩⑩⑩    （（（（自動車自動車自動車自動車････船舶船舶船舶船舶のののの退避先退避先退避先退避先））））    

   津波発生時、自社の自動車･船舶の退避先を決めている事業所は２７（１２％）です。 

  車両の退避について、あまり検討はされていませんが、東日本大震災でも避難に自動車が

使われたこと、積荷を守ろうと大型の車両がポートアイランド中央や 2 号線より北側に退避

するため交通渋滞が懸念されます。 

    

３３３３－－－－⑪⑪⑪⑪    （（（（近隣近隣近隣近隣にににに堅牢堅牢堅牢堅牢なななな建物建物建物建物？）？）？）？）    

自社ビルでは避難できないが、近隣には３階以上の鉄骨鉄筋コンクリート造、鉄筋コンク

リート造の堅牢な建物がある 

「はい」は１２５事業所ありますが、「いいえ」が５５事業所あり、この５５事業所は自社

ビルのみならず付近に高いビルも存在しないことを意味しています。 

５５事業所のうち津波避難区域等範囲内の事業所が４６、津波避難区域等範囲内の事業所

が９となっています。 

    

３３３３－－－－⑫⑫⑫⑫    （（（（自家自家自家自家用用用用発発発発電設備電設備電設備電設備））））    

   自家発電設備を整備している事業所は４０と、全体の１８％と高いとはいいがたい状態で

す。 

－２１－ 



 

 

３３３３－－－－⑬⑬⑬⑬    （（（（耐震化耐震化耐震化耐震化））））    

   建物･設備の耐震化浸水対策は４７事業所が行っており、自家用発電設備よりは整備されて

います。 

    

３３３３－－－－⑭⑭⑭⑭    （（（（非常食非常食非常食非常食････防災器具防災器具防災器具防災器具））））    

非常食や防災器具の備蓄は９８事業所が実施しており、４５％が整備されています。 

   ハード関係では自家用発電設備、耐震化等の規模が大きなものではなく整備しやすいもの

と思われます。 

    

３３３３－－－－⑮⑮⑮⑮    （（（（屋外物件屋外物件屋外物件屋外物件のののの津波対策津波対策津波対策津波対策））））    

屋外・屋内に置かれているコンテナ、ドラム缶、危険物などが地震での倒壊・転倒や津波

で流されないような対策を講じている事業所が５１事業所で全体の２３％ですが、コンテナ･

ドラム缶等を利用する事業所（利用形態）から、倉庫６０、倉庫と複合１０、コンテナター

ミナル等１４、工場作業場５を合計すると８９事業所となり、この中で５１事業所は５７％

で、半数以上はなんらかの対策をとっていることとなります。 

    

３３３３－－－－⑯⑯⑯⑯    （（（（緊急地震速報緊急地震速報緊急地震速報緊急地震速報））））    

緊急地震速報を受信できる体制をとっている事業所が１００（４６％）となっています。 

    

３３３３－－－－⑰⑰⑰⑰    （（（（防災行政無線防災行政無線防災行政無線防災行政無線））））    

防災行政無線を聞き情報収集を行う事業所が５６で、行わないとする事業所が１２６と防

災行政無線については５８％に上ります。 

    

３３３３－－－－⑱⑱⑱⑱    （（（（接岸中接岸中接岸中接岸中のののの船舶船舶船舶船舶へのへのへのへの連絡連絡連絡連絡））））    

接岸中の船舶への地震･津波発生の情報連絡体制をとっている事業所は２７（１２％）です

が、船舶と関係の無い事業所も多数あるため低い値となったものと思われます。

－２２－ 



 

 

 

 

＜＜＜＜設問設問設問設問４４４４＞＞＞＞    今後今後今後今後、、、、地震地震地震地震・・・・津波対策津波対策津波対策津波対策（（（（８８８８問問問問））））    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

  

各事業所における今後の対策を聞いた項目です。 

４４４４－－－－①①①①    （（（（安否確認強化安否確認強化安否確認強化安否確認強化））））    

 従業員の安否確認体制を強化すると回答した事業所が１７５（８０％）もありました。 

    

４４４４－－－－②②②②    （（（（講習会研修会実施講習会研修会実施講習会研修会実施講習会研修会実施））））    

救急講習会、防災研修会などを実施し、災害時に対応できる人材を育成する事業所が１２０

（５５％）にのぼり、現状の質問３－⑦の訓練・研修実施の９２事業所よりも増加しています。 

    

４４４４－－－－③③③③    （（（（ひょうごひょうごひょうごひょうご防災防災防災防災ネットネットネットネット））））    

従業員にひょうご防災ネットに加入させるとした事業所が３０で、現状の質問３－④の加

質問項目 （４） はい 
いい

え 

どち
らで
もな
い 

空白 
未記
入 

① 従業員の安否確認体制を強化

する。 
１７５ ９ ３１ ３ 

② 救急講習会、防災研修会などを

実施し、災害時に対応できる人材を

育成する。 

１２０ ２８ ６６ ４ 

② 従業員にひょうご防災ネットに

加入させる。 
３０ ５６ １２６ ６ 

④周辺企業の従業員や近隣住民を津波

緊急避難先として受け入れるなど地域

貢献を行う（又はその意思がある） 

９５ ３９ ７６ ８ 

④ 建物の耐震化を行う。 ２２ ８４ １０３ ９ 

⑤ 停電時の自家発電装置を整備

する。 
３４ ９３ ８３ ８ 

⑥ 非常食や防災器具などを備蓄

する。 
１１６ ４０ ５７ ５ 

⑦ その他 

※震災対策マニュアルを整備し津波時の避難路、避難先を周知している 

※津波警報発令時のサイレンを設置予定(Ｈ25年7月頃） 

※非常放送設備を強化する 

※毎年防災訓練を行っております 

割合 

＜＜＜＜４４４４①①①①～～～～４⑦４⑦４⑦４⑦＞＞＞＞    今後今後今後今後、、、、地震地震地震地震・・・・津波対策津波対策津波対策津波対策 

はいはいはいはい                                            いいえいいえいいえいいえ                どちらどちらどちらどちら                空空空空    
でもないでもないでもないでもない            白白白白    

－２３－ 



 

入している９事業所より増えてはいますが、「どちらでもない」が１２６事業所と多くあり、

加入については決めかねているようです。 

    

４４４４－－－－④④④④    （（（（社会貢献社会貢献社会貢献社会貢献））））    

周辺企業の従業員や近隣住民を津波緊急避難先として受け入れるなど地域貢献を行う（又

はその意思がある）とした、事業所は９５事業所（４３．６％）と４割を超えています。 

    

津波避難津波避難津波避難津波避難ビルビルビルビル等等等等    社会貢献社会貢献社会貢献社会貢献のののの意志意志意志意志があるがあるがあるがある地域地域地域地域ごとのごとのごとのごとの事業所数事業所数事業所数事業所数    

所在地 
地域貢献可能数／ 

会員事業所数(率) 
 所在地 

地域貢献可能数／ 

会員事業所数(率) 

中央区磯辺通 1丁目※ ３ ／ 4( 75%)  中央区港島９丁目※ ６ ／ 7( 86%) 

中央区江戸町※ １ ／ 1(100%)  中央区港島中町１丁目※ ２ ／ 3( 67%) 

中央区小野浜町※ １３ ／27( 48%)  中央区港島中町２丁目※ ２ ／ 4( 50%) 

中央区海岸通※ ５ ／ 7( 71%)  中央区港島中町３丁目 ０ ／ 3       

中央区雲井通 １ ／ 1      中央区港島中町４丁目※ ３ ／ 6( 50%) 

中央区神戸空港 ０ ／ 2        中央区港島中町５丁目 ０ ／ 1       

中央区古湊通 2丁目 ０ ／ 1       中央区港島中町６丁目 ９ ／16       

中央区栄町通 5丁目※ ０ ／ 1(  0%)  中央区港島中町７丁目※ ５ ／10( 50%) 

中央区新港町※ ５ ／21( 24%)  中央区港島中町８丁目※ ０ ／ 1(  0%) 

中央区波止場町※ １ ／11(  9%)  中央区港島南町１丁目 １ ／ 1       

中央区浜辺通 1丁目※ ０ ／ 1(  0%)  中央区港島南町４丁目 １ ／ 1       

中央区東川崎町1,3,4丁目※ ２ ／ 5( 40%)  中央区港島南町６丁目※ １ ／ 1(100%) 

中央区弁天町※ １ ／ 2( 50%)  中央区元町５，６丁目※ ０ ／ 2(  0%) 

中央区港島１丁目※ ２ ／ 4( 50%)  中央区脇浜町２丁目 １ ／ 2       

中央区港島２丁目※ １ ／ 6( 17%)  東灘区魚崎浜町※ ０ ／ 1(  0%) 

中央区港島３丁目※ ０ ／ 6(  0%)  東灘区住吉浜町※ １ ／ 1(100%) 

中央区港島４丁目※ ０ ／ 4(  0%)  灘区摩耶埠頭※ ５ ／12( 42%) 

中央区港島５丁目※ １ ／ 1(100%)  兵庫区築地町※ １ ／ 2( 50%) 

中央区港島６丁目※ ４ ／ 9( 44%)  兵庫区中之島 1丁目※ １ ／ 1(100%) 

中央区港島７丁目※ ６ ／12( 50%)  兵庫区吉田町 1丁目※ ０ ／ 1(  0%) 

中央区港島８丁目※ ７ ／15( 47%)  兵庫区和田岬町 1丁目※ １ ／ 1(100%) 

－２４－ 



 

(率)は地域の事業所数中、社会貢献可能（＝支援可能）な事業所の割合で、浸水予想丁目内のも

のを計算しています（以下「支援率」とします。）。 社会貢献が可能(=支援可能)である事業所は、

地震での建物損傷が少なく、津波襲来時上階避難が可能で「災害に強い」と判断できます。この

率が高いほど、地域全体の防災力が高くなると考え、支援率(=割合)で示しました。 

（あくまでアンケート結果です。自社で手一杯、貢献したくとも１テナントで権限がない、建物

構造が脆弱、階数が低いなどの理由で貢献したくともできない事業所もあるかと思います。） 

 

津波避難津波避難津波避難津波避難ビルビルビルビル等等等等    社会貢献社会貢献社会貢献社会貢献のののの意志意志意志意志があるがあるがあるがある地域地域地域地域ごとのごとのごとのごとの支援支援支援支援率率率率    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

支援率（凡例） 

摩耶埠頭(42%) 

小野浜町(48%) 

↑新港町(24%) 

↓海岸通(71%) 

波止場町(9%) 
弁天町(50%) 

東川崎町１丁目 

東川崎町 2 丁目 

港島 4 丁目(0%) 

港島３丁目(0%) 

港島２丁目(17%) 

港 島 １ 丁
目 
 (50%) 

港島中町 

４丁目(50%) 

港島中町１丁目 

 (67%) 

港島５丁目(100%) 
  

港島６丁目  (44%) 

港島７丁目(50%) 

港 島 ８ 丁
目(47%) 

港島９丁目(86%) 

港島中町 

７丁目 

  (50%) 

港島中町 

２丁目 

  (50%) 

港島中町３丁目  

港島中町 
６丁目  

港島中町 

５丁目  

港島中町 
８丁目 (0%) 

港島南町 
１丁目  

港島南町 
２丁目  港島南町 

３丁目  

港島南町 
４丁目  

港島南町 

５丁目  

←←←←港島南町６丁目(100%) 

港島南町 
７丁目  

神戸空港  

    

５０５０５０５０％～％～％～％～９９９９９９９９％％％％    

１０１０１０１０％～％～％～％～４９４９４９４９％％％％    

１０１０１０１０％％％％    未満未満未満未満    

評価評価評価評価せずせずせずせず    

山側山側山側山側    

東川崎町１,3,4 丁目(40%) 

100%100%100%100%    

－２５－ 



 

 

 浸水予想丁目で支援率 10％未満の地域は、波止場町（１１事業所、支援率９％）、港島 3 丁目

（６事業所、支援率０％）、港島 4丁目（６事業所、支援率０％）及び港島中町 8丁目（１事業所、

支援率０％）となっています。 

 支援率１０％～４９％までは支援率の低い順に、港島 2丁目(1／6＝17%)、新港町(5／21＝24%)、

港島 6丁目(4／9＝44%)、港島 8丁目(7／15＝47%)及び小野浜町(13／27＝48%)となっています。 

主調査エリア外ではありますが、東川崎町１，３，４丁目(2／5＝40%)、灘区摩耶埠頭(5／12

＝42%)もこの範囲に入ります。 

 支援率１０％～４９％の地域のうち、倉庫、港湾施設が多数ある、新港町、港島 8 丁目には従

業員、来客等の人数が多くあります。 

 また、人数では東川崎地域は多数あります。 

 

４４４４－－－－⑤⑤⑤⑤    （（（（耐震化耐震化耐震化耐震化））））    

建物の耐震化を行うとした事業所が２２で、耐震化については低い結果となりました。 

 

４４４４－－－－⑥⑥⑥⑥    （（（（自家発自家発自家発自家発））））    

停電時の自家発電装置を整備する事業所が３４で耐震化よりも多くなっています。 

停電については地震･津波に関係なく起こりうることなどがあるものと思われます。 

    

４４４４－－－－⑦⑦⑦⑦    （（（（非常食非常食非常食非常食・・・・防災器具防災器具防災器具防災器具））））    

非常食や防災器具などを備蓄する事業所が１１６（５３％）と耐震化、自家用発電装置より

も多くなっています。 

 

    

    

    

そのそのそのその他他他他    ごごごご意見意見意見意見やややや、、、、今後今後今後今後、、、、検討検討検討検討しているしているしているしている対策等対策等対策等対策等をををを記入記入記入記入してくださいしてくださいしてくださいしてください。。。。    

（事務局より･･･事業所等特定される可能性のある部分は○○等にて置き換えしています。） 

 

（（（（対策例対策例対策例対策例（（（（これかもこれかもこれかもこれかも含含含含めめめめ））））））））    

※ 1.避難は弊社６階建て倉庫に指定している。 

2.災害発生時の把握と連絡体制の整備が必要と考える。 

3.訓練により自己の判断で避難等ができるようにする必要がある。 

※ 13 年 4 月防災対策マニュアルのリニューアル。防災計画との整合性を担保。 

・備蓄資機材の更なる充実。 

・○○、△△、□□ ３者相互応援協定締結済み 12 年 11 月 

※ 火災、風水害、インフルエンザ等については、訓練の実施マニュアルの作成、備蓄を行って

いるが、津波については対策をたてにくい。当者は冷凍倉庫(鉄筋コンクリート造）の為、建

物は屈強でそこの屋上への避難を考え、訓練も実施している。 

※ この前は片田先生の防災講演会に参加させていただき、本当にありがとうございました。 

その他 意見･今後検討している対策等 

－２６－ 



 

・大規模な災害発生に備えては、津波等の被害に対し最寄、同業種の建屋「鉄筋コンクリー

ト造」の屋上へ避難する旨、協議、依頼し了承を得ております。 

・希望としては、津波等の大規模な災害の時”サイレン”など確実に判断できるすべを、あ

らかじめ決めて頂くとたすかります。 

※ 津波を想定した避難訓練等 

※ テナントビルである”○○”の 5階におります。親会社の○○倉庫様は 11階、免震構造です。

共にビル管理会社主導の防災訓練、○○グループとして安全会議を遂行しております。緊急

地震速報、非常食などビル全体で管理されておりますが、自社全体としての、緊急連絡網等

の充実を図るべき行動中であります。 

 

（（（（これからこれからこれからこれから））））    

※ アンケートに答える中で、津波という災害に関しては、無知すぎると実感しました。 

これからは地震だけでなく、津波に対しても対策を考えなければならないと深く思いました。 

※ ＢＣＰの策定を準備中 

※ 神戸港、特に自社の建物があるポートアイランドは埋め立て地であって、海に最も近いので

十分に非常体制を取る様に強化しておきたいと考えております。 

※ 地震･津波に対する防災計画は最近取り組んだばかりでまだ、整備されていません。 

質問に「どちらでもない」と答えた箇所は、おおむね”検討中”という意味です。 

火災に対する防災計画は消防署にも提出しており、訓練も実施していますが、地震･津波に対

しては、どの程度まで備えればよいのか、とまどいがあります。 

指針となるようなマニュアルがあれば、ありがたいです。 

※ 震災による被害を受けたときの社員の安否確認のため、○○のシステムを取り入れるかどう

か検討中です。 

 

（（（（意見等意見等意見等意見等））））    

※ ○○内に居住、勤務する人々の安全を計るべきと考える。 

※ 震災対策の講習会への参加をしているが、一部のメンバーであり、全所員を対象とできる様

な「出前」セミナーがあれば、ぜひ検討したいと考えている。 

又、ポーアイ地区のインフラの安定性について精度の高い情報を入手したい。 

※ 新聞等で東南海地震についての知識はあるが、今回この様なアンケートが配布されたことに

より、具体的な問題として認識できた。 

今後、社内の緊急時対策を早急に行う必要を感じた。 

※ 震港地域全体で避難訓練を実施して頂ければ、いざという時に直ちに行動に移せると思いま

す。 

※ 防災研修会の開催を計画した場合、神戸市等から無料で講師の派遣をいただけるよう要望し

ます。（水上防火安全協会事務局より回答→神戸市の「出前トーク」を紹介しました） 

※ ポートアイランドが孤立した場合、救援物資が届かなくなると聞いています。 

3 日間の非常食は蓄えてあるが、実際はどれくらい不通期間があるか知りたい。 

島外にいる保護者もいるので、島に通じる道が確保できているのかも知りたい。 

※ ポートアイランド内に位置しているが、どこが何名受け入れてくれるか、はっきりしない。 

－２７－ 



 

社員の中でも歩く速度が速い遅いがある。 

いざ、という時走れない人間もいる。こういった人への対応に苦慮する。 

※ 建物がオーナーの物件のため、わからない部分が非常に多い。 

 

 

 

 

  アンケート内でお聞きしました「ひょうご防災ネット」「行政防災無線」について、利用され

ていないように思われますのでご紹介させていただきます。 

１ ひょうご防災ネット 

兵庫県のホームページ内の「ひょうご防災ネット」から、一部抜粋しました。 

 今後、情報収集の１つの手段として検討してみてください。 

 

「ひょうご防災ネット」は、携帯電話のメール機能やホームページ機能を利用して、 

災害発生時等の緊急時に、緊急情報（地震情報・津波情報・気象警報）や避難情報等 

をいち早く県民・市民の方々に発信するシステムです。 

 また、平常時には、防災の心得、防災訓練の案内、市町防災機関の連絡先等の 

緊急時に備えた防災情報を掲載しています。 

 緊急情報の配信を希望される方は、下記の関連リンク「ひょうご防災ネット（シ 

ステム概要、登録方法）」を参考にしていただき、普段から身に付けている携帯電話 

等から http://bosai.net/（外部サイトへリンク）にアクセスして登録して下さい。 

 

また、神戸市地震減災ガイド「東南海・南海地震と津波に備える」.には情報収集の各種手段

を掲載しています（区役所窓口かネットで神戸市危機管理室のサイトから入手可能です）。 

 

神戸市地震減災ガイド「東南海・南海地震と津波に備える」より抜粋 

 

（参考１）  ひょうご防災ネット 

－２８－ 



 

 

 

 

  避難の情報、災害発生やそのおそれのある情報を、屋外に設置されたスピーカーやラジオ型

受信機を通じてお知らせするものです。 

  放送の種類は、 

「緊急地震速報」、「震度速報」 

     「大津波警報」、「津波警報」、「津波注意報」 

     「東海地震の予知情報」「東海地震の注意情報」 

     「国民保護事態」（ゲリラ攻撃）（航空攻撃）（弾道ミサイル攻撃）（大規模テロ攻撃） 

  神戸市中央区に設置されている屋外スピーカーは以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 屋外スピーカーの音の到達範囲はおおよそ３００ｍから５００ｍといわれています。 

  付近の建物や気象状況で到達範囲は変わってきますので、聞き取りにくい場合、窓をあける、

スピーカーに近づくなどして確認してください。 

 毎月１７日１７時には定例テスト放送がされています。 

  事業所で音声が聞こえるか、確認することができます。 

  放送内容は 「こちらは、ぼうさいこうべ。神戸市から防災行政無線同報系のテスト放送を行います。神

戸市では・・・・・。これで、神戸市からのテスト放送を終わります。」 というものです。 

（参考２）  防災行政無線 

神戸市危機管理室 

ホームページより抜粋 

平成 24年度末現在 

－２９－ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             ↑ 

                     港島北公園に設置された防災行政無線 

                （ポートアイランド）スピーカー・モーターサイレン付 

 

 ラジオ型受信機は区役所など公共機関、小中学校や福祉センター等避難所などに設置している

ほか、防災福祉コミュニティ、消防団役員宅にも設置されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  なお、音声による放送内容は、ひょうご防災ネットや携帯のエリアメールなどでも提供して

います。 

 

 

ラジオ型受信機 

－３０－ 



 

 

 

 

地震が発生、大きな揺れが到達する前に、気象庁がその旨を知らせる予報・警報です。 

 平成１９年から一部離島を除いて全国運用が開始されました。 

 地震の揺れは最初に小刻みに揺れ初期微動といわれるＰ波(縦波、毎秒約７ｋｍ)が先に到達し

ます。その後、大きな揺れ＝主要動（Ｓ波（横波、毎秒４ｋｍ））が到達します。 

 

 

 

 

 

                                

 

 

 

    震源 

 

 主要動が到達するまでの時間差を利用し、震源に近い場所で測定したＰ波から大きな揺れのＳ

波の予測をして発表します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 したがって、震源が遠くなればなるほど、緊急地震速報発表から大きな揺れの始まるまでの時

間が長くなります。 

 これは大きな揺れが来るまでにできることが多くなり、身の安全の確保につながります。 

 この時間差は陸地から離れた海溝型などの大地震に対して、数秒から数十秒の猶予時間がある

とされています。 

 反面、震源が近い直下型の地震では間に合わない場合があります。 

 緊急地震速報には「一般向け」と「高度利用者向け」の２種類あります。 

 一般向けは、推定震度が５弱以上のとき発表され、テレビ放送や携帯端末などに震度４以上の

強い揺れとなる地域に伝えます。 

 もう一つの、高度利用者向けは、発表基準が低く、誤報となる可能性が高いですが、各地の震

度や揺れの到達時間など細かくわかります。 

震度 6強や 7の非常に強い揺れであった場合、収まるまでは事実上何もできません。 

（参考３）  緊急地震速報 

Ｐ波 Ｓ波 

参考・阪神淡路大震災
の波形です 

      

 

気象庁 

Ｐ波 Ｓ波 

地震計 

地震 
発生 

ＴＶ，ラジオ,携帯

電話、防災行政無

線、受信端末等 

地震波Ｓ波到
着前に警報 

緊急地震速報発表 

Ｓ波到達まで時間あり 
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緊急地震速報を聞いたら 

「「「「周囲周囲周囲周囲のののの状況状況状況状況にににに応応応応じてじてじてじて、、、、あわてずにあわてずにあわてずにあわてずに、、、、まずまずまずまず身身身身のののの安全安全安全安全をををを確保確保確保確保するするするする」」」」

ことが重要です。 

●●●●    家庭家庭家庭家庭、、、、職場職場職場職場、、、、学校学校学校学校などなどなどなど    揺れる前（揺れるまで時間の猶予があるとき） 

 

    直直直直ちにちにちにちに窓窓窓窓、、、、扉扉扉扉をををを開開開開けるけるけるける    

  → 避難経路の確保 

枠が歪んで扉などが開閉できなく 

なることがあります 

 

 

    

 

    転倒物転倒物転倒物転倒物やややや飛散物飛散物飛散物飛散物からからからから離離離離れれれれるるるる 

 

 

 

 

 

 

        

 

  机机机机のののの下下下下にににに隠隠隠隠れれれれ、、、、頭頭頭頭をををを防護防護防護防護するするするする 

     机も動くことがあります。 

     しっかり掴んでおきましょう。 

 

 

●●●●    商業施設商業施設商業施設商業施設、、、、イベントイベントイベントイベント会場会場会場会場などなどなどなど    

上記のほかに 

混乱を防ぐため、出入り口に押し掛けないこと 

係員などの指示があればそれに従う 

事業所側の場合は必要な指示を行う 
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    意識意識意識意識        

＜＜＜＜リスクリスクリスクリスク＞＞＞＞    

アンケート結果では、津波は大きなリスクであるとの認識が非常に高く、ポートアイラン

ド中央部などの周囲より高く津波警戒地域外の事業所であっても、津波は大きなリスクがあ

ると認識されています。 

また、このほか地震･津波に対する知識、情報を多く持つことからも、事業所の危機感が大

きいことが確認できました。 

これは阪神淡路大震災を経験し、津波被害が予想されている南海東南海地震の脅威にさら

されている、神戸市中央区の港湾関係の事業所の意識の現われであると考えられます。 

＜＜＜＜応援応援応援応援＞＞＞＞    

   関連会社等が東日本大震災で被災した事業所(39 事業所)の数の、倍以上の事業所が応援活

動(100 事業所)を実施しています。 

   これは応援した事業所は全体のほぼ半数に上っています。 

 

    地域特性地域特性地域特性地域特性        

 今回、回答のあった事業所は小野浜町、新港町、港島 8 丁目、港島 7 丁目、波止場町など

といった港湾関係の地域からのものが多くありました。 

   利用形態（用途）も倉庫、事務所、上屋、コンテナターミナル等の港湾関係の事業所が４

分の３を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まとめ 

港湾関係エリア 

倉庫、上屋 

コンテナターミ

ナル等 

事務所 

都市機能 

事務所 

商業エリア 

学校・研究 

エリア 

利用形態利用形態利用形態利用形態イメージイメージイメージイメージ    
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   この港湾関係の地域は地盤高さが低いところが多く、２階以下の建物（全体の３１％）が

多くあります。 

 

 

    被害被害被害被害がががが大大大大きくなるきくなるきくなるきくなる災害発生日時災害発生日時災害発生日時災害発生日時        

   地震･津波の被害のうち、人的被害は勤務日・時間を見ると、平日の７時～２１時までの間

で発生したとき大きくなる可能性があります。 

   商業エリアでは土日祝祭日の昼間に被害が大きくなるおそれがあります。 

   人数的には商業エリアが多数を占めますが、港湾エリアでは新港町、波止場町、港島８丁

目付近に人が多く集まっています。 

   津波がクローズアップされる結果となっていますが、長周期地震動では高層ビルでも揺れ

が収まらず、エレベータの停止による閉じ込めや、揺れによる落下物・はさまれにより負傷

者発生するおそれがあります。 

 

    現在現在現在現在のののの対策対策対策対策        

＜＜＜＜ソフトソフトソフトソフトととととハードハードハードハード＞＞＞＞    

   安否確認、防災組織の構築などソフト面の対策は進んでいますが、耐震化や自家用発電装

置など費用がかかるハードの対策の遅れが目立ちます。 

   なお、ハード面での対策で非常食・防災器具の整備は比較的進んでいます。 

 

＜＜＜＜相互協力相互協力相互協力相互協力＞＞＞＞    

   近隣事業所の相互協力については低い状態ですが、相互協力に動いている事業所も２７事

業所あります。 

 

＜＜＜＜情報情報情報情報＞＞＞＞    

   安否確認については各事業所で整備・強化がされています。 

   情報は重要ですが、防災行政無線、ひょうご防災ネットへの関心が低いことがわかります。 

   ひょうご防災ネット、ラジオ等情報収集の多重化などを検討しておく必要があります。 

 

＜＜＜＜津波避難津波避難津波避難津波避難＞＞＞＞    

避難に際しては自社ビルでの避難を考えている事業所多いことが分かりました。 

   しかし、自社ビルでは構造上、高さから上階避難できない事業所もあることも確かです。 

 

＜＜＜＜教育教育教育教育・・・・訓練訓練訓練訓練＞＞＞＞    

  対策本部や組織づくりをしている事業所は６４％に対し、訓練・教育実施率が４２％と２

２ポイントも下回っています。訓練、教育を実施していない事業所が４６％もあり、訓練等

の検証なしの即実践は各種問題発生のリスクが高くなるのではないでしょうか。 
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    貢献貢献貢献貢献・・・・協力協力協力協力        

＜＜＜＜津波避難津波避難津波避難津波避難ビルビルビルビル等等等等のののの社会貢献社会貢献社会貢献社会貢献＞＞＞＞    

   周辺企業の従業員や近隣住民を津波緊急避難先として受け入れるなど地域貢献を行う意思

がある事業所は（地域差はありますが）、全体で９５事業所(43.6%)と４割を超えています。 

 社会貢献のできる事業所は地域によってかなり差異があり、地域貢献ができると明言され

ていない（「どちらともいえない」も含め）支援率０の地域は港島３丁目、港島４丁目、港島

中町８丁目です。 

  また、支援率が 50%未満で事業所数、人数が多い地域は、波止場町、新港町、港島８丁目、

小野浜町です。 

 

＜＜＜＜近隣協力近隣協力近隣協力近隣協力＞＞＞＞    

  上記社会貢献のほかにも、屋外階段は多いこと(40%)、付近に３階以上の堅牢な建物がある

という回答が５７％もあることなども明るい材料といえるでしょう。 

 

事業所の枠にとらわれず、近隣の事業所との協力関係を築くことができれば、事業所、地

域で働く者の安全･安心を向上させることが可能であるように思われます。 

 

 

 

 

 

 

  各事業所の地震･津波に対する、独自の取り組みにより対応されている事業所もありますが、

問題も浮き彫りになってきました。 

今後、このアンケート結果を参考に、協会事業を推進してまいりたいと思います。 

 

 ∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽∽ 

 

  また、災害は地震･津波だけではありません。 

火災、事故、異常気象による局地豪雨、大型台風による水害をはじめとする大規模化する災

害、不祥事、クレーム、新型インフルエンザによる業務の停止、インターネットのサイバー攻

撃など、事業所を取り巻く環境は厳しいものといえるでしょう。 

地震・津波での、事業所の事業を継続して運営できるための方針の決定、計画の策定、訓練

を事前に実施しておくことなどで、同時に地震・津波以外の不測の事態への対応力の向上が期

待できるものと考えます。 

 

おわりに 
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